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0 江幡和徳，井川康夫 ( 北陸先端科学技術大学院大 ) 

おいては。 電力 は 最も重要なインフラのひと 

つであ る " 電力会社 は 公益事業を担うものとして、 安定 

供給に努めてきた。 

電気事業に皓白化」「規制緩和 コ とり、 う 言葉が 

0 年以降のことであ 呑， @ 。 世界の 

くの国々と地域で 電力自由化 に より。 競争メカニズムを 

導入していった。 日本においても 19 

間にわたって。 「電力演 白 化」が進められてい 

その流れに転機が 訪れたように 思われる。 

月に。 経済産業省より 新 。 国家エネルギ 一戦略が発表さ 

れた 口 l 。 最近の世界の 厳しいエネルギー 情勢を踏まえ。 

ヱ ネルギー安全保障の 強化を前面に 打ち出している。 

こ弗 ㌧た世界の流れと 6 ま 男 lJ@ こ。 現在。 ま刮 こ 日本の 

人ロ ほ そのピークを 迎えている。 こ から起こる人口減 

少が白木社会に 及ぼす影響 は 大き ひ がりンフラの -- っ 

であ る電力事業も 大きな影響を 受ける " 

以上のような 外部環境等の 変化を受けて。 市場に選 

択される電力会社を 目指し。 他の電力会社との 差別化 

を 図るための技術戦略が 重要となるので、 本稿で は 新 

たなフェーズ @ こ 入るとの認識のもと " 電力会社の技術戦 

略について議論ずる。 

本 テーマの研究戦略として、 実証的研究を 採用した。 

また " 研究戦術としては、 未来研究 ( 田 

用いだ。 電気事業とその 未来に大きな 影響を与えると 思 

われる事柄について 文献レビューを 行い。 将来の技術 

的に導出することを 試みた。 

，狭義には。 在来型石油 " 

' の 資源枯渇により。 供給能力が世界の 石油需要に追 

いつかなくなった 現象を言 う 。 それ以降の毎年の 供給量 

は減退して行き、 歯止 

Ⅹ ぇ 在来型石油 : 実用化技術により 生産され、 通常の 

原油価格の範囲内で 市場に販売されている AP 姦 Q 

度瀦 より軽く、 粘性 互 oocp 沌 以下の原油や 天然 ガ 

スから分離回収する 天然ガス液、 NG 二 x4 や液化石 

油ガス、 LPG を指す。 

Ⅹ 2 APl 度 : 米国石油協会 (ATne ぬ c&n ㌘ ぬす o@eu 漁 

血ぬ @ 癩 ) の定めた沈重の 尺度であ る。 数値が大き 

いほど、 原油が軽 質 であ ることを示す。 API@ ㈹度は 

水の密度と同じく 比重 @ 田を表す。 

釆 3 cp: 粘性の程度を 示す。 数値の大 詞憶 のほど粘性 

が大きく、 流体や温度によって 異なる。 常温 常圧 で 

ぽ 、 水ぼ 工刀 cp であ る。 

Ⅹ 4NG む 天然ガス液 さ " る礒 ㎡ G 盤 むが ids) 。 地下から産 

出する天然ガスから 分離。 回収された液体炭化水 

素の総称。 

石油生産にはピークがあ り、 ピータを超えると 生産レ 

ートは減少するとしづ 可能性を最初に 理論的に提唱した 

のほ。 1956 年、 当時シェル研究所に 勤めていた 

買は bbe ぬ 博士であ る。 ハバート 

的 かつ経済的な 観点から、 石油 

い 。 左右対称であ るべ ル 型の口 

埋蔵 量の約半分を 生産した時点でピーク 生産量を示す。 
米国エネルギ 一省 ㊤禰の諮問に 基づく調査報告「 世 

界の石油生産の ヒ に 対する緩和策」 { ハーシ 

フ レポー 桂 呼ばれる )@'l@ こ よれば、 約半数の専門家が 

年前後にピータオイルが 訪れると予測している。 

有限の石油資源を 懐い続ければ、 枯渇することは 当 

然 であ る。 さ拭 こ、 を 大賢生産。 大量 消 

わ に、 地球環境問 在 化した。 そこで。 石 掴の消費 

量 t 制限しなければならないれう 考え方が生まれた。 

これは油田の 持っ資源量の 枯渇と生産能力の 減少と 

L@ ぅ 技術的概俳とは 別の社会経済的概俳であ る 

米国と日本の 社会システムを 比べると一長一短であ 

る 。 鉄道網が整備され・ている 点においては。 日本の方 
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が 有利であ る。 しかし、 エネルギー資源の 

人に依存している 点において、 日本は圧倒的に 不利で 

あ る。 米国とは異なる 独自の戦略が 必要となる。 

今年から日本の 将来人ロ け 減少に向かう。 そして、 こ 

の人口減少 け 、 労働者数の減少を 引き起こす。 日本全 

体の生産年齢人口 (15 ～ 5 歳未満の入口 ) は、 すでに 

㈹ 96 年にピークを 迎えている。 2% 年には現在の 約 半 

万人になるとの 子ぬ りもあ る [6l 。 

大きさは労働生産性と 労働者数の積によって 

決まる。 今後の日本においては。 人口の減少高齢化の 

速度が遠すぎることから、 労働者数の減少率が 技術進 

歩による労働生産性の 上昇を上回り、 

するためには。 バブ 

後半と同様の 経済成長を今 

くてはならない 7l 。 

家庭で使 う 電力需要については、 一世帯当たりの 需 

要は。 当面、 増加傾向にあ ると考えられる " これは。 高齢 

化に伴い在宅時間が 長くなること。 利便性と安全性を 求 

めて電気を利用することが 多くなることに T る 。 しかし。 人 

口減少により、 世帯数も減少に 転じること 力 ちいずれ縮 

小局面を迎える。 

工場やオフィスでの 電力需要については。 経済活動 

と 同様の推移を 示 

以上のように。 人口減少は労働者数。 6 鐘 

要 03 つが将来的にピータを 迎え " その後はダウンザイ 

こ 至る。 このことをピータ アラ ㌃と呼んでいる。 

法人電力中央研究所社会経済研究所が 行っ 

た シミュレーションでは、 日本全体のピークは 入口で 

が年、 電力需要で 2 

ている。 

それに加えて。 日本を闘の地域に 分け。 地域別に行 

。 電力需要のシミュレーシ 巳 也行ってい 

る。 その結果を図五に 示す。 

技術戦略が生まれる 背景には " 経営戦略としての 差 

別化戦略が存在する。 製品差別化を 支える技術力を 持 

つ 。 そのためには 固 とした技術戦略を 持つほ ヒ とが 望 

ましい。 し力七 、 電気 れづ 商品の持つ同 

化 めめ 概念そのものが 発想しづらかった。 

力 需要。 人口のピータアウト 

電力中央研究所ホームページ 

それと同時に。 電気の消費が 右肩上がり 

，起きないように " 必要量 

た 。 電気事業法により 地 

認められているため、 電気をつくれば、 特別な販売活動 

をしなくても。 そのまま売れた " 逆に。 どんなにすばらし 

いマーケティンバをしたとしても。 新たな 

増えることもな 力、 った 。 

今後の電力会社に 後衛戦略が必要とされるには、 商 

品であ る電気の差別化が 不可欠であ る。 

どうしても他社が 真似をできない 製品 " つまり製品 差 

WiJ 々 ヒ が絶対的差別化であ るとずれば。 製造技術を向上 

させ、 製品の安定供給に 資することは 相対的差別 ィヒ @8% 

言 う ことができる。 

CO, ブ ジー電源の確保は 絶対的差別化であ るが " こ 

れを実現するのは 量的に難 ひ、 。 つまり。 一般に CO, フ 

リ一のように 絶対的差別侶を 大身的に行うことが 艶 ひ、 

とすれば。 電力会社にとっての 技術戦略とは。 製造技術 

を向上させるこ 田こ 等しくなってしまう。 つまり、 電力会社 

間間 モの 技術戦略は、 相対酌差別化を 重視したものと 

なる， 

鰯 

  

図 2 において。 あ る地方電力会社 

構成を全国平均と 比較してみる。 製品差別化の 観点か 

ら、 その特徴を改めて 列挙すると、 次のとおりとなる。 
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。 「水力 + 原子力」とり づ ，フリー電源の 比率にお 

いては。 A 電力は全国平均の 5 割増しであ る。 

。 「水力士原子力 +LNG 火力止りづ 

のための御三家の 比率においては、 A 電力 は 全国 

平均とほ @ 等しい。 し 力、 し、 授 G 火力がないので、 

CO2 排出量はより 少ない。 

。 「石炭火力 + 石油火力」とし う 02 排出量の多い 電 

源 においても。 A 電力は全国平均とほぼ 等い、 " し 

力、 し " 埋蔵 量の多 い 石炭を用いた 火力の比率が 高 

い ので、 エネルギー安全保障 主は リスク ヵ 河心 レ、 。 

    

ほ 実質的に禁止となっている。 

以上の制約条件から、 A 電力にとって、 

電源は原子力のみ㍉ づ ことになる。 目ん 、 原子力につ 

いても、 新しい建設地点を 求めていては。 実現が遅くな 

る。 従って。 既存の発電所へ 発電機を増設していくこと 

が、 唯一残された 選択肢となる。 

環境志向にのっとれば。 原子力発電を 集申して開発 

することは。 CO, フリー電源であ ることを訴求でき、 製品 

差別化を図ることができる。 

率は 3/4 に達する。 分母 (= 会社の規模 2 力 込心 いため、 

分子 @ こ 2 基を追加するだけでも 比率が大きく 向上する " 

  
  

              
電力供給計画の 概要 ( 資源エネルギー 庁 )[9@             

今後、 大規模電源の 建設を行 う 際の制約条件を 列挙 

してみる。 

。 水力の開発地点については。 大規模なものはない。 

発電時に CO, け 発生せず、 地球環境 @ こ はよし 鴻 ; 、 済 性を大きく左右するのが 設備利用 

設 による地域環境破壊と 絶滅危惧種への 悪 率 であ る。 米国において。 原子力発電が 成功している 

影響がネッタとなっている。 理由が設備利用率の 雨上であ る。 軋 97 

。 原子力については、 新設時のリードタイムが 長すぎ 台を上下していたが、 ㈹ 5 年頃 から上昇に転じ、 現在 

闇 程度ほ必要だからであ る。 運転が開始 では 約聡 ㍉に達している。 

こは オイルアウト ヒ ピークアウ㌃を 向かえて 3 推で述べたように。 製造 ( 発電 ) 技術を向上させ。 製 

品 ( 電気 ) の安定供給につなげて レ、 るので、 米国の原子   六発電は相対的差別化を 図るこれ . 成功したと言 う こと 

本にとっては 有望であ る。 A 電力にとっては。 イン ができる " 

ブ ラが全くないので、 遅きに失している。 二 N 米国でぼ大会社が 原子力発電を 寡占することで。 ス 

を 既に保有する 他 電力会社に任せるべきであ ろ ケール。 メリットを享受している ，そこで、 日本におし         

ワ @ 規模が大きく。 原子力発電を 多く所有している 会社の方 

。 石炭火力についてば、 埋蔵 量は多 ひ 兆のの。 C 力 ま コスト優位にあ るのか否か。 単な モデルに基づいた 

排出量の点で、 当面の新増設は 困難であ る。 試算を試みた。 
。 石油火力については、 オイルショック 以降。 新増設     本における典型的な 運転スケジュール ほ、 ㈹ か月 
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開運 続 運転し 、 3 か 月間は定期点検と 

停止することが 求められている。 つまり。 

設備利用率 二 ㈹ 力 、 月代 13 か月 弓力明 ) 

となる。 "- 方。 米国の運転スケジュールは 

続 運転し。 停止期間についてば 里 づか月間に短縮する 

ことが認められている。 そこで " 

設備利用率 =13 ヵ明代㈹ 力明 + 工 づか 月 ) 二卵 % 。 

とする。 

日本の場合、 a 墓 当たりの停止期間が 3 ヵ、 月間であ る 

ため "4 基まではメンテナンスバループは 

応できる " ちおど 4 基ならば 2 年率メンテナンスに 従事 

しているが、 3 基以下な 叫ま " 五年のうちに 手 待ち時間 

( アイ 樺 ングタイム ) が生じる。 5 基以上になると。 

ム では対応しきれな l,@ ので、 2 チームに増員される。       

国 にも同様の考え 方を適用して " 発電機工 合 あ たりの メ 

ンデ ナンスコ ス ㌻を図示したのが 図 

多く所有している 大会社の方が 

大会社の方が 有利と言える " 

  

私案として、 原子力発電集中開発戦略を 提案した。 

実際には。 電力会社においては 多くのステークホル 

ダーが存在するため、 こう ル わた戦略が直ちに 適用でき 

るわけではない。 また。 現在、 原子力発電所の 耐震性に 

関しても議論があ り、 絶 技 的な解決法の 検討も必要 

であ ろう。 

し 力 も、 来るべきピークオイ ソレ 

将来戦略を現在から 考えておく 

オプションを 真剣に検討すべき 時期となっていると 言え 

よ フ " 。 
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